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学界展望：

輸出入関数の計量分析 :方法論的展望(n)

佐々波楊子 

浜 ロ 登  

千田亮吉

松村敦子 

吉 田 靖

第n 章 動 学 的 側 面

第 7 節 不 均 衡 分 析

本節の目的は， 不均衡分析が輸出入関数の推定のどのように取り入れられているかを検討するこ 

とである。 不均衡分析については，「市場の需給が必ずしも一致していないような経済を考察するJ 

(伊 藤 〔19S5〕P. 3 ) ものと考えるのが一般的である。 特に，計量分析においては，観察される価格 

と取引量の組合せが需要曲線と供絵曲線の交点におけるものではないという想定に基づく分析であ 

ると考えることができる。 この場合，経済主体の最適化行動から導出される需要曲線や供給曲線と 

観察されるデータを結びつけるために， ある種の仮説が必要となる。 このような仮説は， 不均衡が 

生じる原因や均衡への調整プロセスについての考え方に依存して決まるもので，具体的には，部分 

調整仮説やショートサイド原則などがあげられる。

部分調整仮説は，最適な値への調整が当期のうちには完全に終了しないという仮定に基づくもの 

で，抵定式の右辺に前期の被説明変数が含まれる。 この仮説に基づく輸出入関数の推定は数多く行 

なわれており，最近では， 同時推定モデルにも取り入れられている。 一方， ショートサイド原則で 

は，現実の取引量は需要量と供給量のうち小さい方に一致すると考えられている。 したがって，需

(*  ) 本論文は，先に『三田学会雑誌』第79巻1号に掲載された論文「輪出入関数の計量分析：方法論的展望（I )」の続 

編である。第7, 8. 9節を千田，第10節を松村，第11節を吉田が担当したが，筆者達全員の討論をくりかえし行な 

L、，最後の取りまとめを佐々波が行なった。従って，論文の内容については，全員が責任を負っている。

注 （1 ) 部分調整仮説に基づく推定は，分布ラグとしてコイークラグを仮定していることになる。分布ラグについては第8 

節を参照せよ。
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要曲線や供給曲線の推定を行なうためには，観 察 値 が 需 給 曲 線 の 、ずれに属するものであるかを判
(2 )

別しなければならない。 さらに， このサンプルの分割に伴い，推定方法上の問題が生じる。 この分

野での推定方法の研究は，Fair-Jaffee〔1972〕以来数多く行なわれ，様々な市場の不均衡分析に適
( 3 )

用されているが，輸出入市場への適用例は極めて少ない。 不均衡の計量分析では， この他に，単一

市場の不均衡分析を多数市場へ拡張する試みや，均衡仮説を統計的に検定しようとする試みが行な
( 4 )

われているが， この方面でも，輸出入市場に関する分析は極めて少ない。

以下では， まず，7. a において， 部分調整仮説に基づくモデルをとりあげる。 前期の被説明変数 

を右辺に含むモデルは極めて多いが， 本稿では部分調整仮説を明示的に取りいれているものに限定 

し， さらに，単一推定と同時推定の場合に分けて論じる。 次に，7. b において， ショートサイド原 

則を仮定したモデルをとりあげ，最 後 に 7 .3 において， その他の方法による分析を検討する。

「三田学会雑誌J 79卷 2号 （1986年6月）

‘ 〔7. a 〕 部分調整仮説

部分調整仮説に基づくモデルは， コイーク型のラグ分布を仮定していることになるので，次節の 

タイムラグの問題と重複する部分が多い。 ラグ分布の性質， 推 定 上 の 問 題 などについては，次節で 

検討する。

まず，従来から行なわれている輸出入需要関数の単一推定の場合を考えよう。需要者にとって価

格は所与であるから，部分調整仮説は輸入需要量について適用される。Houthakker-Magee〔1969〕，

Norton-Jackson-Sweeny〔1969〕，Goldstein-Khan〔1976〕，Yadav〔1977〕 などが代表例で， い

ずれも四半期データによる推定が行なわれている。 Houthakker-Magee〔1969〕は， アメリ力の財

別輸入関数を1947年から1966年のデータで推定している力 ’S 調 整 係 数 は 食 料 を 除 い て 総 て1 と有意

に異なり，部分調整仮説は支持されている。Norton-Jackson-Sweeny〔1969〕は， オーストリアの

輸入について1962年から1968年のデータを用いて抵定を行なったが，調 整 係 数 は や は り 1 と有意に

異なっている。Goldstein-Khan〔1976〕では，先 進12か国について1955年から1973年のデータを用

いて均衡モデルと不均衡モデルの推定が行なわれているが， 不均衡モデルに お い て 調 整 係 数 が1 と

有意に異ならない国が12か 国 中 3 分 の 1 ほどある。Y ad av 〔1977〕 では，輸入関数に部分調整仮説

が取り入れられている他に， 国内供給者の非価格割当が輸入に影響を与えると仮定している。 非価

格割当の代理変数としては資本稼動率が用いられており，稼動率が上昇すると国内供給者は非価格
( 5 )

割当を行ない輪入が増加すると考えられている。 抵定はカナダの財別輸入について1956年から1973

注 （2) 分割されたサンプルについては，誤差項の期待値がゼロとならず，通常の最小2乗法による推定量に切断バイアス 

(truncated bias)が生じる。

( 3 ) 不均衡モデルの計量分析の展望は，伊藤〔1985〕第5章，第6章で行なわれている。

( 4 ) 多数市場への拡張は，Gowrieroux-Laffont-Monford〔198の，I t o 〔1980〕などで，また，均衡仮説の検定は， 

Bowden〔1978〕，Quant〔1978〕などで行なわれている。

( 5 ) 国内の需給状態と輪出入の関係については，第10節を參照せよ。
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輸出入関数の計量分析：方法論的展望（n )

年のデータを用いて行なわれ，調 整 係 数 は 総 て の 財 に つ い て1 と有意に異なっている。 また，資本 

稼 動 率 は 9 つ の 財 の う ち6 つで有意で，資本稼動率を入れると調整速度は上昇する。 これは，不均 

衡のうちの一部が非価格割当の存在によって説明されることを示している。

以上の推定結果をみると， 一般には， 四半期の間では数量調整は完全には行なわれていないこと 

になる。 し か し Y ad av 〔1977〕 の結果が示すように，最適な需要を決定する変数の選択いかんで 

推定結果はかなり変わる。 また，部分調整仮説は， モデルの特定化によっては，適用できない場合 

があり，推定にあたっては注意が必要である。 Hickman-Lau〔1973〕 は， A rm ing ton モデルに 

基づく輸入需要関数の推定を行なっているが，相手国別の輸入量について部分調整仮説を適用する 

と， 調 整 係 数 が 1 の と き を 除 い て 輸 入 量 に つ い て 整 合 的 な *計 が 行 な え な い こ と を 示 し て い 一  

方 ，輸入量決定の際に，需要者は現実の価格ではなく期待値格に基づいて決定を行なうと仮定し， 

さらに，期待形成仮説として適応的期待形成を適用すると， 同じようにコイークラグを榮生させる 

モデルとなる力;，輸入量のま計に矛盾は生じない。 以上の理由から，Hickman-Lauはモデルを動 

学的にするために，適応的期待形成を仮定している。

次に， 同時推定の場合について検討する。輪出市場における需要関数と供給関数の同時推定を行 

な っ た Goldstein-Khan〔1978〕 は，均 衡 モ デ ル と 不 均 衡 モ デ ル の2 つのケースを考えている。 ま 

た，O ’C o nne ll〔1977〕 は，Goldstein-Khan〔1978〕 が対象としなかったアイルランドの輸出につ 

いて同様の分析を行なった。 この不均衡モデルでは， 次のような部分調整仮説が仮定されている。

( 7 . 1 ) J  In Xt=rUn Xt^-ln Xt-i]

(7.2) J  In PXt=X[In Xt~ln Xt"]

ここで，X , P X tは， それぞれ現実の輸出量，最適な輸出需要量，最適な輸出供給量，

輸出価格を表わす。 また，o < r < i , ; i> o である。 ズ は観察されない値であ り ， 需要関数と供 

絵関数を特定イヒすることで観察可能な変数に置き換えられる。 一般には，観察される輸出量と価格 

の組合せは需要曲線上にも供給曲線上にもないが，7* = 1 ならば，現実の値は常に需要曲線上にあり， 

；l=ooならば，常に供絵曲線上にあることになる。 したがって，X d > X * の と き に ;l=oo ,X *>Xdの 

と き に 7*= 1 と仮定するとショートサ イ ド原則に一致する。Goldstein-Khanは， 先 進 8 か国の総 

輸出について1955年から1970年の四半期データを用いて， また， O ’C onnellはアイルランドの総輸 

出について1964年から1974年の四半期データを用いて上記の特定化に基づく推定を行なった。 と 

；1は総ての国で有意であるが， 値は国によってかなり異なる。 Goldstein-Khanは， この不均衡モ 

デルと均衡モデルの比較を決定係数や符号条件に基づいて行ない， どちらが優れているかははっき 

りしないと結論付けている力' ; , O ’C onne llは， 不均衡モデルの方が若干優れていると利断している。 

また，Goldstein-Khanは コイ一クラグが総ての説明変数が同じラグ分布になるという強い制約を

注 〔6) Arminatonモデルについては，第3節を参照せよ。
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「三田学会雑誌」79卷 2号 （1986年6月）

もたらすこすことから，他のラグ分布を考える必要があると述べている。

こ の Goldstein-Khan〔1978〕 の不均衡モデルに対して，Browne〔1982〕 の批判がある。 Golds-. 

te in-Khanのモデルでは，輸出量は超過需要に対して調整され， 価 格 は 超 過 供 給 に 対 し て 調 整 さ  

れる。 つまり，供 給 側 が price setterのモデルになっている。 B row ne は小国の輸出については_ 

このような設定には疑問があるとして， 次のような部分調整モデルを提示した。

(7.3) J  In P X t= /( ln  Xd

(7.4) J  In J^t=r'Gn Xt*-ln Xト 0

( 7 .3 ) 式は， 価格が需要に対して調整され， （7 .4 ) 式は，輸出量が供給に対して調整されること
(7)

を示している。Browneは， 小国と考えられるアイルランドの1960年 から1977年の四半期データを 

用いて，Goldstein-Khanのモデルとこのモデルの両方の推定を行ない， バラメタの値から判断し 

て，Browneのモデルの方が優れていると結論付けている。 しかし，Brow neのこの批判にも問題 

がある。す で に 第 5 節 ，第 6 節で指摘したように， ある国が輸出に関して小国であれば価格は所与 

となり， 同時推定の必要はなくなる。 つまり輸出供給関数だけを推定すれば良いのである。 第 6 節 

で述べたように， 1 国の輸出について需要関数と供給関数の同時推定を行なうことができるのは，

1 国の輸出財が他国とは不完全代替で， 力、つ多数の供給者が市場に参加している場合である。 この 

点からみると，供 給 者 が price se tte rで あ る か の よ う な Goldstein-Khanの設定は確かにおかし 

い。 従 っ て Brow neの 提 示 し た （7.3), ( 7 .4 ) 式の方が妥当であろう。 あるいは，数量について 

はショートサイド原則を仮定し，価 格 に つ い て は 部 分 調 整 仮 説 を 仮 定 す るBow den〔1982〕のよう 

なモデルも考えられる。

部 分 調 整 仮 説 に 基 づ く 同 時 不 均 衡 モ デ ル をGoldstein-Khan〔1978〕 と 異 な る 形 で 特 定 化 し 均  

衡 モデルと不 均 衡モデルの優劣について統計的検定を行なったものとして，O rs i〔1982〕，Aurikko 

〔1985〕 がある。O r s i〔1982〕 は，需 要 関 数 と 供 絵 関 数 の 特 定 化 は Goldstein-Khanとほぽ同じで 

あるが， 部分調整仮説については

( r .つ (A In Xt yli2Yln X * —In Xt-i 
レ . 0ジ InP X / U  1 Ain PX t*-ln  PXt-i

と特定化している。 こ こ で ふ *,/^ズ£*はそれぞれ均衡値を示す。 （8 .5 ) 式は構造方程式体系であり ,- 

1番目が需要関数， 2 番目が供給関数を表わす。 このモデルでは，観察される輸出量と価格は常に 

供給曲線上にあると仮定されている。Goldstein-Khan〔1978〕 のモデルを同じように表わすと

frj /•、 (AXviXt ^i2VlnX{*—In Xt-
〔7.の In P X /  V；2i,；22AiIn ノー、ス21, ス22ノ、111 PX{*—In PXト J  

となり，O r s i〔1982〕 の方が制約の多い形であることがわかる。 均衡モデルと不均衡モデルの比較 .

注 （7) Goldstein-Khan〔1978〕は，この特定化の場合には推定結果が良好でなかったと述べている。

---4 (134)



輸出入関数の計量分析：方法論的展望〔n)
C8)

に ついては，Hausman〔1978〕のテストが用いられている。 推定は， イタリアの工業品輸出につい 

て1967年 から1979年の四半期データを用いて行なわれ， テストの結果は不均衡モデルを支持してい 

る。 また，ム1 はかなり大きな値であり，Goldstein-Khan〔1978〕のイタリアの結果と較べても大

きい。

Aurikko [19853は， 2 種類の異なる部分調整モデルが提示した。 1 つ は Orsi U982〕と同じ特

定化であり， も う 1 つは，7. b で述べるショートサイド原則に近い特定化である。 第 1 のモデルで

は， （7 .5 ) あ る い は （7 .6 )式 の 調 整 係 数 行 列 に つ い て6 つの場合を考え，尤度比検定によって仮說 
C9)

め検定を行なっている。 均 衡 仮 説 は 次 の 係 数 行 列 ん で 表 わ さ れ ，

(7.7)

O r s i〔1982〕 の 用 い た 次 の 係 数 行 列 ル

( 7 . 8 ) ん= (シ1 サ）

に対しては棄却されないが，制約 な し の 係 数 行 列 イ0

(7. 9) t )
に対しては棄却される。 この結果は， O r s iの 結 果 と は 異 な る が ， A u r ik k o の推定の分析対象は 

1962年 から1981年のフィンランドであり， ま た 検 定 方 法 も O r s i とは異なるので，直接の比較はで 

きない。

A ur ik ko 〔1985〕 の も う 1 つの特定化は，輸出価格は常に長期の均衡値に対して調整され，輸出 

量は短期の需要と供絵の状態に依存するという仮定に基づくものである。 モデルは，一般的には 

(7.10) J  In Z i= ^ ii( ln  ふ し In ズt-O+^sGn X *- ln  Xト0 

C7.1 1 ) J  In ? 尼 ニ>?2iGn Xt*-ln ズト1)+/122(111 PXt-i)

となり， ま た ■̂21 =  0 ,ス11+ス12=1 という制約を課すと，

( 7 . 1 2 ) In JYtニ（1一ん2)ln  Xt^+Ai2 In X /

(7.13) d In P X t=h 2(.ln PXt^-\n PXt-0

となる。 （7 .1 2 )式は ’ 7. b で紹介する Hutton-Minford〔1975〕や S iebrand〔1972, 1979〕 と同 

じ形になっており，修正されたショートサイド原則を考えることができる。 A urik ko は， このモ 

デルについても推定を行ない，前 者 と 比 較 し て こ の （7 .1 0 )式 ， （7.11) 式 の モ デ ル の 方 が 良 い 結  

果が得られたと述べている。

注 〔8) Hausmanの検定方法は，帰無仮説の下では異なる特性をもつ2つの推定量を用いて検定統計量を作成するもので，

Orsiは，完全情報最尤法と2段階最小2乗法による推定量を用いている。

(9 )  O rsi〔1982〕は，尤度比検定では良い結果が得られなかったと述ぺている。

---5 (2 5 5 )----
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以上の部分調整仮説に基づくモデルの推定結果をみると，均衡モデルと不均衡モデルとの優劣は， 

決 定 係 数 や 《値をみるだけでは判断が難しい力 ' ; , H ausm anテストや度比検定を行なった場合は不 

均衡モデルが支持される。 し か し 四 半 期 デ ー タ に よ る 推 定 で は ， 調整係数はかなり大きい場合が 

多く，輸出入市場での調整速度は，一般にはかなり速いとと考えられる。

〔7. b 〕 ショートサイド原則

シ ョ ー ト サ イ ド 原 則 を 輸 出 入 関 数 の 推 定 に 取 り 入 れ た 例 と し て は ， Hutton-M inford〔1975〕 

O’Connell〔1977〕，Siebrand〔1972,' 1979〕 がある。Hutton-Minford〔1975〕は， いくつかのモデ 

ルを提示しているが， そのうちの次のような輸出行動モデルについてショートサイド原則を適用し

た。

( 7 . 1 4 ) In XDt=ao+ S « u  In M - i+ S ぬiIn  P t- i+ S«3<In WBCt-i 輸出需要関数

( 7 . 1 5 ) In XSt=bo+bii+b2 In DEt-v 輸出供給決定式 

(Qt=XDt if XDt<XSt
(7.16) ショートサイドの原則

^Qt= W,XS【+ ( l- m X D t  if  XDt>XSt

XD  ：輸出需要量， M  ：世界需要， P ：相対価格 

WBC ：世界景気， XS ：輸 出供給量， t : タイムトレンド 

DE ：国内需要量， Q t : 現実の輸出量

(7 .1 5 )式は明らかに通常の供給関数とは異なり， 供給関数は丢直である。 輸出価格は別の式で 

決定されており，供 給 者 は price s e tte rである。 モデルとしては， 第 7 節 で 紹 介 し た Winters. 

〔1981〕 のモデルと似た形になっている。 また， （7.16) 式は厳密な意味でのショートサイドの原則 

ではなく，超過需要と超過供給について非対称である。 ここで，超過供絵の場合と超過需要の場合 

でサンプルを分割することが必要となる力;，Hutton-Minfordは稼動率を用いて次のように分割を 

行なった。 まず，初めに，稼動率が95%以上の時は超過需要，95% 以下のときは超過供絵としてサ 

ンプルを分割して， それぞれの関数の推定を行なう。 次に抵定結果を用いて再びサンプルの分割を 

行ない， 同様の手続きを繰り返し， 1 回前の分割と同じ結果が得られるまで続ける。 推定はイギリ 

スの工業製品輸出について1958年 から1971年までの四半期データを用いて行なわれたが，超過需要 

が23期 ，超過供給が30期あった。 また，O ’C o nne ll〔1977〕 も同じ方法を用いてアイルランドの輸 

出について推定を行なった。 推定結果は， 両者とも良好である。

一方，Siebrand [1972, 1979〕は シ ョ ー ト サ イ ド 原 則 を か な り 正 し て 用 い て い る 。Siebrandは 

実際の取引量は需要と供給の小さい方で決定されるのではなく， 「妥協」 に よ っ て 最 小 量 か ら 乖 離  

し，需要と供給の中間に決まると仮定した。 これは，Hutton-Minfordの （7.16) 式の超過需要の
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場合の取引量の決定を総ての期間について適用することを意味する。 取引量は最適な需要量と供給 

量の連続関数となり， この関数は次のような性質を持つことが望ましいとされる。

①均衡価格での取引量は需要と供給のどちらにも等しい。

②取引量へのインバクトは f t 要と供絵の比率に依存する。
(10)

③notiona lな 値 か ら 離 れ る ほ ど 「妥協」する量は減少する。

以上の性質を満たす関数として，次 の よ う な C E S 関数が用いられた。

(7.17) ©ニ 

0 < ；1<1,/>>0

ここで p~*ooの ときには

(7.18) Q=m in[ZS, XD]

となる。 実 際 の 推 定 に は （7 .1 7 )式を時間で微分した次の式が用いられている。

(7.19) Q = uX S+ a-u)X D

推定は1952年 から1973年のオランダの輸出入について行なわれた。 推定の際には輸出 についても輸

入についても潜 在 供 給 力 と G N P の差が， それぞれの市場の需給ギャップの代理変数となっている
(11)

ので，推定式は需要圧力モデルの形になっている。 推定結果は， 不均衡を考慮しない場合に比べる 

と若干改言されている。

輸出入関数の計量分析：方法論的展望（n )

〔7. C〕 その他の分析

ここでは，Muellbauer - W intersl〔1980〕 と Charemza-Gronicki〔1982〕を取りあげる。前者は , 

労働市場の不均衡が輸出市場へ影響を与えるというモデルであり，後者は， 中央計画経済における 

不均衡を取り扱ったものである。

Muellbauer-Wintersて〔1980〕は，まず， 労働市場の不均衡を考え，ショートサイド原則が単一労 

働市場では成立しても， ま計された市場では成立しないことを考慮して， 集計された労働市場にお 

ける失業率の決定式を導出する。 そして， この式によって推定された失業率の推定値が， 集計され 

た輸出関数に説明変数として含まれる。 推 定 は イ ギ リ ス の 工 業 部 品 を 対 象 に し て 行 な わ れている 

力；，失業率変数の係数は統計的に有意でない。

一方，Charemza-Gronickif [1982]は， 中央計画経済であるポーランドの輸出入を対象として， 

国内における超過需要が輸出入にどのように影響するかを分析した。 このモデルでは，輸出入に对

注 （10) notionalとは，経済主体の最適化行動の結果として求められた需要あるいは供給量という意味である。

( 1 1 )需要圧力モデルについては，第10節を参照せよ。
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す る 値 格 の 弾 力 性 は0 と仮定され，数量変数だけが説明変数として用いられている。輸出入関数は , 

相手国が同じ中央計画経済地域の場合とその他の地域の場合に分けられて，前者の輸出関数には国 

内投資の超過需要が， また，後者の輸出入関数には国内消費の超過需要が， それぞれ説明変数とし 

て含まれている。超過需要をどのようにとらえるかについては， 別に仮定を設けて算出している。 

推 定 は1960年から1980年の年次データを用いて行なわれ， 良好な結果を示している。

第 8 節 タ イ ム ラ グ

本節では，輸出入関数におけるタイムラグの問題を検討する。 タイムラグの問題は，前節の不谁

衡分析と密接な関係をもつが， 本節では， ま ず 8. a において， 推定にラグ付き変数が導入される
(12)

原因について検时し， 次に，8. b において，主な分布ラグについてその問題点を指摘する。 また， 

タイムラグと密接に関係する長期と短期の問題についての検討は付論で行なう。

〔8. a 〕 ラダの原因

タイムラグが輸出入関数の推定に導入されるのは，Goldstein-K h a n 〔1985〕 が指摘するように， 

瞬時的な調整が現実には行なわれず，現実の観察値が常に需要曲線や供絵曲線の上にあるわけでは 

ないためである。 これは，前節で検討して不均衡分析が基礎となっており，現実の観察値と理論的 

な最適値をつなぐものとして， ある種の分布ラグが仮定される。 しかし，推定においてラグ付き変 

数が導入される理由は他にもあり，最も重要なものとして期待形成の問題が挙げられる。 例えば， 

よく知られているように，部分調整仮説と適応的期待形成仮説はともにコイ一クラダを発生させ， 

推定式は見かけ上は同じになる。 また， 合理的期待形成理論では， 一般にリード変数がモデルに含 

まれる力;，推定の際には観察可能なラグ変数に変換される。

以上は， ラグを発生させる経済理論上の問題であるが，現実に調整の遅れを発生させる原因とし 

てはどのようなものが考えられるだろう力、。 輸出入市場でのラグの原因として，Junz-Rhomberg 

〔1973〕 は， 認知，意志決定， 納期，生産設備の調整， 生 産 の 5 つを挙げている。 このうちで，持 

に輸出入市場で注目すべきものは，納期のラグであろう。M arston〔1971〕 は，輸入需要における 

ラグの原因として，発注から製品が到着するまでの納期のラグと，期待形成において過去の値が用 

い ら れ る こ と の2 つを拳げている。 また， W it te 〔1981〕 も納期のラグに注目し， これを国内価格 

と輸出価格の間のラグとして特定化している。W itte は，賀具統計上の輸出価格は，過去の国内価 

格の関数であるとして， カナダの輸出について次の式の推定を行なった。

( 8 . 1 ) Pt:= S  WiiPt-i —fet-d +fet

注 （1 2 )分布ラグのサーベイとしては，Griliches〔1967〕，Nerlove〔1972〕，Sims〔1974〕が代表的なものであるが，最 

近のものとしては，Young〔1983〕がある。
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輸出入関数の計量分析：方法論的展望（n )  

輸出価格（自国通貨建）

国内価格， e :為替レート 

外国通貨で取引される割合 

納期ラグのウェイト（変数は総て対数）

W it te は， この結果を用いてさらに輸出関数の推定を行なっている。

〔8. b 〕 ラゲ分布の選択

輸出入関数の推定では，様々な分布ラグが用いられている力';,最も代表的なものはコイークラグ 

とアーモンラグである。 本稿で今まで取り上げた推定のうち， コイークラグを用いたものとしては，

Goldstein-Khan〔1976,1978〕，GeracトPrewo [1982], Houthakker-Magee [1969], Hickman-Lau 

〔1973〕，Y ad av 〔1977〕，M arston〔1971〕 などがあり， また， アーモンラグを用いたものとして 

は，Goldstein-Khan〔1976〕，Hutton-Minford〔1978〕，W it te 〔1981〕 などがある。 また， 日米

の財別輸入関数の推定にァーモンラグを用いた例として佐々波-松 村 〔1985〕 がある。 こ の 2 つの 

分布ラグは， それぞれ長所と欠点をもっている。 まず， コイークラグの長所は，分布ラグと経済理 

論の結び付きが明らかなことであろう。すでに述べたように， コイークラグは背後に部分調整仮説 

あるいは適応的期待形成仮説を想定している。 また，推定が容易で良好なま定結果が得やすいとい 

う利点がある。 しかし， コイ一クラダについては次のような欠点がたびたび指摘される。

①常に第1期に最も大きな.ウェイトが置かれる。

②全説明変数に同一のラグバタ一ンが課される。
(13)

③誤差項に系列相関が存在する場合，推 定 値 が 一 致 性 を も た な 、。

③については，推定法を考慮することである程度は解決できるが，①と②はコイークラグを用い 

る限り避けられない問題である。 特に②については，例 えば，輸入需要関数において，相対価格の 

変化に対しても所得の変化に対しても同じラグバタ一ンを課すということになり， コイークラグの 

最大の欠点としてしぱしぱ指摘される。Geraci-Prewo〔1982〕 では， これを回避するために， 部 

分 調 整 仮 説 と は 別 に ad-hocなラグを所得変数について導入している。

一方， アーモンラグを用いると，① ，②の問題は解決できる。 しかし， アーモンラグの最大の欠 

点 は， 多項式の次数， ラグの期間， 始点と終点の制約等を分析者が何らかの基準で決定しなければ 

ならない点にある。 また，変数間の多重共線性が強くなり， ラグウェイトについて有意な推定値が 

得られないという問題もある。

アーモンラグにおける恣意性を減らすために，S h ille r〔1973〕によって新たな分布ラグの投定法 

が開発された。 このシラーラグでは， ラグバターンの滑らかさの度合のみを与えれば推定が可能で

注 （1 3 )この点については，Marston〔1971〕および養谷〔1981〕を参照せよ。
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あり，輸 出 入 関 数 の 推 定 で は Wilson-Takacs〔1979〕 がこの手法を用いている。 現在のところ， 

シラーラグを用いた分析は少ないが， 今後はかなり用いられることになると思われる。

次に， 同じデータについて， コイークラグとアーモンラグの両方を用いて推定を行なっている分 

析について， 両者を比較してみる。 Goldstein-Khan〔1976〕 は， 12か国の輸入需要関数について， 

2 次 で ラ グ の 長 さ8 期のアーモンラグを用いて推定を行なった。 その結果，所 得 については，総て 

の国でコイークラグと同様にラグウェイトは単調減少，価格については，半 数 の 6 か国でコイーク 

ラグとは異なるパターンという結果を得ている。 また， アーモンラグを用いた場合，相対価格の係 

数が有意にならない。 また， ベ ル ギ ー の 輸 出 需 要 関 数 を 財 別 に 推 定 し た V anthie len〔1974〕 では, 

雨者について，長期の係数の i t 較 が 行 な わ れ ているが，値はかなり異なっている。また，アーモン 

ラグの推定では価格の係数が有意にならない場合が多い。 イギリスの輸入需要関数を財別に推定し 

すこM arston〔1971〕 では， アーキンラグは，鉱 工 業 生 産 の cyclica lな変動をまわす変数にのみ用 

いられている。 推 定 さ れ たウェイトは単調減 少 である。 コイークラグとの比較では，半製品輸入に 

ついてはアーモンラグが，原材料輸入についてはコイ一クラグが良好な結果を示している。Miller- 

Fratianni〔1974〕は，アメリカの輸入需要関数と輸出需要関数の推定を行なっているが，コイーク 

ラグによる投定でも， アーモンラグによる推定でも， 価格弾力性が有意でない。 イギリス，西ドイ 

ツ， フランスの工業品輸入について推 定 を 行 な っ た A k h ta r〔1979〕 の場合は， イギリスでアーモ 

ンラグが最も良い推定結果をもたらす。A k h ta r も指摘している力' ; , アーモンラグの推定で価格弾 

力性が有意になるケースはむしろ珍しい。 一方，部分調整仮說に基づくコイークラグの場合は， 3 

か国とも推定結果は良くない。

以上の比較から言えることは， ①片方の推定結果が良くない場合は， もう一方の結果も良くない 

ことが多い，② し か し 統 計 学 上 の 観 点 だ け か ら み る と ， コイークラグの方が良い結果をもたらす 

可能性が若干高いということである。 ②については，J. Thursby-M. T hursby〔1984〕 が輸入需 

要 関 数 の 代 ま 的 な9 種類のモデルについて， カナダ，西ドイツ， 日本， イギリス， アメリカのデ一 

タを用いて推定を行ない， 最良のモデルを決めようという試みを行ない同様の結果を得ている。 判 

断の基準は，AC ( 1 次の自己相関)， RESET (回帰の特定化の誤り），LRS ( 1 次以外の自己相関）の三 

種類である。 9 本のモデルのうち最も結果の良かったものは， コイークラグを仮定したモデルであ 

り， アーモンラグのモデルはラグ変数を含まないモデルとともに最も結果が悪い。

アーモンラグによる推定では，適常，次数やラグの長さを変えて推定を繰り返し，決 定 係 数 や / 

値といった統計量に基づいて， 最適な値を決定していく。 これに対し， 分 布 ラ グ を 含 む モ デ ル の  

特定化について， 統 計 的 な テ ス ト に よ っ て 最 適 な 形 を 決 定 す る 方 法 と し て ， 共通因子法がある。 

Kohler-McMahon〔1983〕 は， この方法をオーストリアの輸入需要関数に適用している。 最終的 

に選択されたモデルは， G D P と資本稼動率に関する有理関数ラグの形で，相対価格は当期の値も
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含めて総て取り除かれている。

以 上 の よ う な 分 布 ラ グ モ デ ル に つ い てHusted-KolHntzas [1984 a, b ] は，次のような批判を行 

なっている。

① 本 来 s ta tic なモデルに恣意的にラグ構造が導入されている。

②固定的な分布ラグ構造をもっ特定化は異なった種類の経済環境の変化を識別できない。

この点を考慮して， Husted-Kollintzasは合理的期待形成理論に基づくモデルを提示している

しかし，Husted - Kollintzas自身も認めているように，推定されるラグパターンは，結局固定的な
(14)

分布ラグモデルを見かけ上は同じである。

最後に，時系列分析による輸出入関数の推定について簡単に触れておきたい。 主なものとしては， 

Gundmundsson〔1971〕，Dale-Bailey〔1982〕があり， また，上記の Husted-Kollintzas〔1984a〕 

でも時系列 分 析 が 用 い ら れている。Gundmundsson〔1971〕 は， アイスラ ン ドの 輸 出 入 について 

ARIM A モ デ ル （autoregressive integrated moving average model), Dale-Bailey〔1982〕 は，ア メ 

リ力の最終財 輸 出 についてのA R IM A モデルで， 財別に 推 定 さ れ ている。 Husted-Kollintzas 

〔1984〕については，次節で詳しく紹介するが，期 待 形 成 バ ラ メ タ ー の 推 定 をA R M A モ デ ル （auto

regressive moving average m ode l)によって行なっている。Goldstein-Khan〔1985〕 は， 時系列モ 

デルを恣意性の少ないモデルで あ る と 述 べ て 、るが，データを近 似 的に定常時系列へ変換する方法 

や次 数 の選択方法などに恣 意性の入る余地はある。

第 8 節 付 論 長 期 と 短 期

何らかのラグ分布を含む推定においては，推定結果から長期の係数を求めることが可能である。 

この場合，長期というのは， ある期における説明変数の変化の影響が完全になくなるまでの期間を 

指すことになる。 しかし， コイークラグの場合は， この期間は無限大となり， また，アーモ ンラグ 

の場合は，分析者がこの期間を決定することになる。 また，短期というのは明らかにデータの観察 

単位期間である。 このような意味での短期と長期において価格弾力性や所得弾力性を比較すると， 

長期の方が大きな値となることは当然である。 部分調整仮説や適応的期待形成仮説の場合には， こ 

の差は調整係数あるいは適応係数の値に依存する。

長 期 と 短 期 の 係 数 の 間 に 特 に あ る 制 約 を 課 し て 推 定 を 行 な っ た も の と し て ， Wilson-Takacs 

〔1979〕 がある。すでに述べたように，Wilson-Takacs〔1979〕 は， 輪入需要関数をシラーラグを 

用いて推定しているが，輸入価格， 国内価格，為 替 レ ー ト の 3 変数を分離して説明変数として用い 

ている。 こ こ で Wilson-Takacsは，輸入価格と為替レートの短期の弾力性やラグバターンは異な 

る力' ; , 長期の弾力性は等しいという制約を課して，推定を行なっている。

輸出入関数の計量分析：方法論的展望（n)

注 （14) Husted-Kollintzas〔1984〕のモデルは，次節において詳しく紹介する。

—— 11 U 4 1 ' ) ——



以上のような長期と短期の区別は，分布ラグや推定結果に依存したものであるが， 異なる角度か 

ら 長 期 （中期） と短期の問題を扱ったものとして，K o h li〔1983〕がある。 K oh liは， 労働，資本， 

輸入品を生産要素として生産を行なう企業の利潤極大化行動から輪入需要関数を導出している。 こ 

こで，短期には労働も資本も固定的， 中期には労働のみが固定的と仮定すると，輸入需要の価格弾 

力性は中期の方が常に大きくなる。 推 定 はオーストラリアのマ クロの輸入を対象として行なわれ， 

短期の弾力性は0. 55〜0. 6 9 ,中期の弾力性は0.64〜0. 77という結果が得られている。

最後に，観察単位期間の問題に触れておきたい。 現在，輸出入関数の推定の多くは四半期の時系 

列データを用いて行なわれている。 これまで紹介してきた文献も，殆ど総てが四半期データを用い 

ていた。 しかし， 中 に は Junz-Rhomberg C1973]の よ う に 年 次 の poolingデータを用いる場合 

もあり， また， サンプルサイズを大きくするために， 月 次 の デ ー タ が 用 い ら れ る 可 能 性 が あ る 。 

Goldstein-Khan〔1985〕 は， こ の Time aggregationの問題がラグパターンの推定に大きな影響 

を与えると述べ， ラグの推定を観察単位期間から独立させる方法として， S im s 〔1971〕， Wymer 

〔1972〕 を挙げている。

第 9 節 期 待 と 不 確 実 性

本節では，輸出入関数の推定における期待と不確実性の問題を取り上げる。 こ の 2 つの問題は，

経済主体が意志決定を行なう際に，将来に生起する享象についても考慮しなければならないことか

ら生じる。 不 確 実 性 あ る い は 危 険 に つ い て は 様 々 な 定 義 が 行 な わ れ て い る 力 計 量 分 析 の 場 合 に は  
_ (15)

当該変数の分散が危険の尺度として用いられることが多い。 また，期待を考慮したモデルの計量分
(16)

祈 を行なう際には， どのような期待形成仮説に採用するかが重要な問題となる。 いずれにしても， 

この分野の計量分析においては，一般には観察不可能な変数を観察可能な変数に置き換えるという 

ことが必要となる。

輸出入関数の推定において期待と不確実性が考慮されたケースとしては，0 rcu tt〔1950〕 以来の

r 価格の変化が大きいときと小さいときでは， 価格弾力性の大きさが異なる」 という問題について
(17)

の議論がある。 これは，経済主体が直面する不確実性に起因するものと考えることができる。 また, 

最近になって， 合理的期待形成を取り入れた分析が行なわれるようになり， さらに，変動相場制の 

下での為替レートの不確実性を考慮した分析が幾つか行なわれている。 以下では，問題を大きく 2 

つに分けて，9. a では，期待形成に関する分析を，9. b では，為替レートの不確実性に関する分析 

をとりあげる。
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注 （1 5 )不5S実性あるいは危険の定義については，酒井〔1982〕を参照せよ。

( 1 6 )期待形成仮説については，例えば，Carter-Maddock〔1984〕を参照せよ。

( 1 7 )この議論については，第11節を参照せよ。
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〔9. a 〕 期待形成理論

代表的な期待形成理論としては，静態的期待，外挿的期待，適応的期待，合理的期待があるが ,. 

輪出入関数の推定では，す で に 第 7 節 で 触 れ た Hickman-Lau〔1973〕が適応的期待を取り入れ， 

また，Husted-Kollintzas〔1984 a ,b〕 が合理的期待を取り入れている。

H ickm an-Lauの分析は，A rm in g to nモデルによる輸出需要関数の推定であろが，動学的要素 

を導入する際に，数量に関する部分調整モデルを導入すると，集計が整合的でなくなる。そこで期 

待形成について適応的期待を導入し，モデルの動学的を試みている。具体的には，相对価格（7国 

の: '国からの輸入価格と総輸入価格の比率）について，次のような適応的期待を仮定する。

( 9 . 1 ) ( p f /- ? r ) = i3 "+ も[びA i- 户デム]+ (i-5y)cpf^-pr)+ ry? (0くも•ジ ）

Pij ■ j 国 の i 国からの輸入価格

Pfi ： j 国 の 総 輸 入 価 格 （Pfプの加重平均）

t : タイムレンド

e は期待変数を表わす。 ま た 変 数 は 《を除いて対数

( 9 .1 )式を輸出需要関数に代入すると，部分調整モデルの場合とは若干異なる形となり，集計の

整合性は保たれる。期待係数5プの推定結果は，27地域すべてについて有意であり，トレンド項を

含まない場合は平均で0 .7 3 ,含む場合は0.34である。この結果は，適応的期待形成の仮定が妥当な

ものであることを示している。適^5的期待形成を明示的に仮定したモデルは，このHickman-Lau

〔1973〕のみであるが，第8 節で述べた部分調整仮説と推定式の見かけ上は変わらないので， どち
(18)

らを仮定しているのか判別できな、分析は数多くある。
(19)

Husted-Kollintazs [1984,a ] は，合理的期待形成仮説に基づく輸入需要関数の推定である。 モ

デルは，国内生産者が中間財を輸入するに当って，納期ラグ，調整コスト，在®保有コストを考慮

して， 多 期 間 に わ た る 費 用 極 小 化 か ら 輸 入 発 注 量 （m ) を決定すると仮定する。 この企業は，輸入

価 格 （☆ ) と 自 社 の 生 産 物 の 売 上 げ C y ) について期待形成を行ない， ここに合理的期待が導入さ

れる。モデルの展開はかなり複雑なので詳しい説明は省略する力;，結局，輪入需要量は，わ，y, m

の過去の値の関数となる。 ここで，Husted-Kollintzasは，企業が輸入供給関数の構造を知らない

という準合理的期待（quasi rational expectation)を仮定し期待形成プロセスと，輸入需要関数を 
(20)

別々に推定している。期待形成プロセスは， 2/ と☆のべクトル A R M A モ デ ル （Vector autoregres

sive moving average m o de l)でまわされている力' s ここで，さらに，y と 'わ の間に相関がある場合

と な い 場 合 に 分 け て 定 が 行 な わ れ て い る 。 次に， この推定結果に基づいて輸入需要関数が推定さ

輸出入関数の計量分析：方法論的展望（n )

注 ( 1 8 )部分調整仮説と適応的期待形成仮説の関係については第8節を参照せよ。

(19) Husted-Kollintzas〔198も b〕も同後の問題を扱っているが，推定は行なわれていない。

( 2 0 )準合理的期待についてはNerlove〔1979〕を参照せよ。

13 C143')



れている。 データとしては，1956年から1980年 のアメリカのボーキサイト， ココア， コーヒー，石 

油の輸入が用いられ，期 待 形 成 過 程 で ! / と/)の相関を設めない場合の方が推定結果は良好である。 

適^5的期待も合理的期待も観察不可能な期待変数を過去の値で置き換える点では同じであり，この 

モデルも一見通常の分布ラグモデルと変わらない。 しかし，Husted-Kollintzasは，このモデルの 

長所として，期待形成に関するバラメターと他の構造バラメターの識別が可能なことを挙げている。

〔9. b 〕 為替レートに関する不確実性

1973年に変動相場制に移行した後， 各 国 の 為 替 レ ー ト は か な り 大 き な 変 動 を 繰 り 返 し 輸 出 入 関

数の推定においても，Wilson-Takacs〔1979〕，佐 々 波 〔1984〕，Warner-Kreinin〔1983〕 のよう
(21)

に， 為替レートを相対価格とは別に説明変数として含むような推定が行なわれている。 また，為替

レートの変動に伴う不確実性を扱ったものとしては，Hooper-Kohlhagen〔1978〕，D ud ley〔1983〕，
(22)

S tone〔1982〕 があり， 以下ではこれらの分析について紹介する。

Hooper-Kohlhagen〔1978〕は， 為 替 レートの変 動 によるリスク（以下為替リスクと呼ぶ） が輸入 

需要と輸出供給にどのように影響を与えるかを分析した。輸入需要については，輸入は企業の要素 

需要であり，発 注 と 支 払 い の 間 に1期のラグがあり， また，契約の一部が輸出者の通貨で行なわれ， 

先物為替によるヘッジは一部だけ行なわれると仮定されている。 このとき，輸入者の一単位の輸入 

に関する費用がは， 次のように表わされる。

(9.2) H=^CaF+a-a')RO + Ql-^')F

目 : 輸出者の通貨建の契約の割合 

a ；先物市場でのへッジの割合 

F : 先物為替レート 

R i : 直 物 為 替 レ ー ト （支払時点での）

この費用については， ま た は /3 = 0 であれば不確実性はなくなる。 また，輸入者の効用関 

数は次のように特定化される。

〔9.3) F = 五j r - K K ；r))i/2

V : 輸入者の効用 

JT : 輸入者の利潤 

£ は期待値， F は分散を表わす。

輸 入 者 は price take rと仮定され， （9 .3 ) 式の効用極大化から輸入需要関数が導出される。輸入 

需要関数には，直物為替レートの分散が含まれ，分散が大きくなると需要関数は下方にシフトする。

「三田学会菊!誌」79卷 2号 （1986年6月）

注 〔2 1 )為替レートと輸出入関数の関係については節を改めて検討する。

( 2 2 )推定は行なわれていないが，不確実性と輪出の関係を扱ったものとしてH u 〔1975〕がある。
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輸出入関数の計量分析：方法論的展望（n )

輸出者の行動の特定化も基本的には輸入者と同じであるが，輸出者は右下りの需要曲線に直面する 

price se tte rであると仮定されている。輸出供絵量は限界費用= 限界収入が成立するように決定さ 

れ，一定の価格の下で直物為替レートの分散は輸出量を減少させる。 2 つの式を価格と数量につい 

て解くと，輸入者，輸出者がともに危険回避者である場合には，

① 為 替 リ ス ク （分散） の増加は實易量を減少させる。

②為替リスクの価格への影響の方向は，一般には不確定であるが，輸出者がリスクを負うときに 

は （取引が輸入者の価格で行なわれる場合は)， リスクの増加は価格を上昇させ，輸入者がリスクを 

負うときには，反対の結果となる。

以上の理論モデルについて，アメリカと西独を中心にした先進国間の1965年から1975年の四半期 

データを用いて検証が行なわれている。推定結果をみると，数量決定式では為替リスクの係数は殆 

どが統計的に有意でない。一方，価格決定式では，為替リスクの係数が有意なものが多く，アメリ 

力の輸入を除いて係数は負であり，アメリカへの輸出を除くと取引は輸出者の通貨で行なわれてい 

ると考えることができる。Hooper-Kohlhagenは，為替リスクが価格には影響し，数量には影響 

しないという結果について価格が短期的には数量に影響しない可能性を指摘している。

D ud ley 〔1983〕 も為替リスクを扱ったモデルである。Dudleyは，輸入需要者として輸入品を国 

内へ販売する企業を想定する。 国 内 需 要 U ) と 国 内 販 売 価 格 （r ) はこの企業にとって所与であ 

り， また，輸 入 量 の 変 更 に は 調 整 コ ス ト （C ) がかかると仮定されている。 また， あ る 供 給 者 /か  

らの輸入価格を力* , 他 の 代 替 的 な 供 給 者 か ら の 輸 入 価 格 / ) は， いずれも供給者の通貨建であり， 

先 物 市 場 で の ヘ ッ ジ は 行 な わ れ な い （(10.2)式で# =1 ,« ニの。 さらに， 為替リスクと調整コスト 

が存在することから， こ の 企 業 は 価 格か 力;変化しても直ちに輸入量の変更を行なわず，変化 

がある臨界値を超えたときに初めて輸入量を変更させると仮定されている。 この仮定は， Hooper- 

Kohlhagen が数量に対してリスクが影響しない原因として挙げたことを考慮したことになる。 以 

上の仮定の下で，企業は次のような効用関数の極大化から輸入量を決定する。

(9. 4) u — E n — V(jc)

臨界値条件（threshold condition)が満たされるときの供給者/からの輸入は 

(9. 5) Zilqニ [(五力- 五ダ)/け F(/>)]/(F(/»*) + K /0 )

Z/ : 供 給 者 / か ら の 新 し い （変更後の）輸入量 

となり， Hooper-Kohlhagenのモデルと同様に， 為 替 リ ス ク （この場合は正確には輪出価格の変動の 

リスク）の増加は，輸入量を減少させる。 次に臨界値条件が特定化され， また， F0 ：0 = 0 と仮定す 

ることで，最終的な理論モデルは次のようになる。

(9.6) Zi=
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但 し |£■か*一五*か 1/5が> (2  c r /が /2 のとき 

5 = 1

他 の 場 合 は d = 0

Z i ；供給者 / からの/期の輸入 量 

が ： 期の価格

わ *= l / F ( ダ ）

Hooper-Kohlhagenのモデルと異なる点は，為 替 リスクF (が0 が直接輸入量に影響を与えるだけ 

でなく，臨界値条件を通して他の変数と輪入量の関数にも影響を与える。

モデルの検証は， アメリカ， カナダ， フランス，西 独 の 2 国間貿易について，1962年から1979年 

の四半期データを用いて行なわれている。 （9 .6 ) 式は対数線型で近似され， また， 5 と F (ダ ） は 

それぞれ

(9.7) 5=2[l+eX が:j3icF)]-i #i>0 

C V ' . t の変動係数 

(9-8) In K/>*)=^eCF

と特定化されていろ。ト は 12本の}i 定 式 の う ち 7 本で有意であり，輸入価格に関する不確実性の 

増加は，他の変数の弾力性を低下させる。 一方， 色6 については， 符号条件を満たすものが12本中 

2 本だけで， Hooper-Kohlhagenの 場 合 と 同 様 に ，不確実性あるいはリスクを表わす変数は，輸 

入量には直接影響しないという結果になっている。

S tone 〔1982〕 は， 輸出入関数の推定ではなく，非貿易財と貿易財の間の代替性を策定したもの 

である。 ここでは，輸出入価格や為替レートの不確実性が代替性にどのような影響を与えるかが分 

析され， 不確実性が増大するにつれて代替性が低下していくという結果が得られている。

以 上 の 3 つのモデルのうち，特 に 最 初 の 2 つは，経済主体の極大化行動に基づいて輸出入関数を 

導出し， さらに，不確実性の要素を取り入れたもので，一般の輸出入関数に比べて推定式も複雑に 

なっている。 したがって，不確実性を表わす変数の係数の符号が有意にならないことについては，多 

重共線性などの推定上の問題も大きく影響していると思われる。 また， 不確実性あるいはリスクと 

いった本来観察不可能な変数をどのように観察可能な変数で表わすかという問題もある。 Hooper- 

Kohlhagen は， それぞれの四半期中の13個の先物レートと直物レートの分散，前期の先物と当期 

の 直 物 の 平均絶対誤差の3 種類の指標を用いており， また，S tone は，為替レートについては前後 

6 期の分散を， 価格については価格期待に関するサーベイの結果を用いている。 さらに， Dudley 

の用いた変動係数は，先行す る12期に関するものであり， いずれも不確実性の指標としては妥当な 

ものであろう。
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第10節 国 内 需 要 圧 力

国内需要圧力仮説（Domestic Demand Pressure Hypothesis,以下D D P仮説と略記する）とは，輸出

入 の 短 期 的 変 動 を 国 内 需 要 の 短 期 的 • 循環的変動によって説明しようとするものである。 従来の輪

出入関数でも，所得項あるいは価格項がある程度こうした短期的国内需要変動の効果を示す役割を

果していたが，D D P 仮 説 は 特 に r短 期 的 . 循 環的」 という点に焦点を絞っている。 D D P 仮説は

1960年代のイギリスで盛んに議論されたが，背景には， 当時のイギリスでは貿易収支赤字幅の循環
(23)

的な拡大が生じていたという享実がある。循環的な国内景気上昇期の輸出の減少と輸入の増加から， 

輸 出 国 の 国 内 需 要 圧 力 要 因 を 導 入 し た 輸 出D D P モデルと，輸入国の国内需要圧力要因を導入した 

輸 入 D D P モデルの両者が登場し， その後，他 の 国 々についても検誰されるようになった。

一方，最近の日本などの輸出には， 国内不況期にドライプがかかる傾向があることがよく指摘さ
(24)

れるが， これに関しては， D D P 仮説を差別独占理論と結びつけて分析されることが多い。

以 上 の よ う に D D P 仮説は多様な論点を含んでおり，D D P 仮説を検誕しようとする論文も多い
(25)

ことから， 本節ではこれを整理して結介していくことにする。

CIO. a ] 輪出行動モデルにおけるD D P 仮説の検証

輸出国の国内需要圧力の変化が輸出に影響を及ぼす効果について分析した研究はかなりある。 し 

か し 差 別 独 占 理 論 に 基 づ く  D D P 仮説以外は， その基礎となる企業理論が必ずしも明確ではない。 

ここではまず，差別独占理論に基づく D D P 仮説の議論と実 !E研究をとりあげ，次にその他のDDP 

仮説の検 IEを行なった分析について検討する。

10. a . 1 差別独占理論に基づく D D P 仮説 
〔26)

J. Robinson〔1933〕 の，差別独占の理論に基づく D D P 仮説を初めて取りあげ， 1960年代のイ 

ギ リ ス 経 済 に あ て は め て 考 察 し よ う と し た の はB a l l〔1961〕 である。 こ こ で は 理 論 的 考 察 の み が  

行なわれ，実証研究を行なうには至っていない。 しかし最近になって， U eda 〔1983〕，Aspe-Gia- 

v a z z i〔1982〕，WeinblatトZilberfarb〔1981〕ゼ、、差別独占の実証分析を行なっている。

差別独占の理論によれぱ，転売不可能な国内市場と外国市場において右下りの需要曲線に直面し 

ている差別独占的企業は，利潤極大化行動によって， 国内，外国の各市場での独占価格，供給量を

輸出入関数の計量分析：方法論的展望（n)

注 （23) 詳しくは Brechling-Wolfe〔1964〕，B a ll〔1961〕を参照されたい。

( 2 4 )例えばUeda〔1983〕. 千旧〔1984〕などである。

( 2 5 )本節で扱うモデルは，同一力チゴリ一の財が輪出と国内供給，輪入と国産品に対する需要にどのように配分される 

のかという選択の理論として有力である。これに関連した「代替性J の問題に関しては第4節を参照されたい。

(26) Joan Robinson は J. Robinson〔1933〕の第15享において"price discrimination"を扱っている。
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決定する。 このとき限界費用曲線が右上りであれば， 国 内 需 要 の 増 加 〔減少） は価格の変動を通じ 

て， 外 国 市 場 へ の 供 給 を 減 少 （増加） させる。 と こ ろ がB a l l〔1961〕 は， 当 時のイギリスでは国内 

価格，輸出価格は国内需要の短期的変動によって影響を受けずに硬直的であり， 短期的利潤極大化 

行動はとられないと考えた。 こうした硬直的価格のケースでは， 国内市場の減少が輸出増加を引き 

起 こ すのは，外国の超過需要が存在する場合であるとした。 さ ら に B a l l〔1961〕 は様 々 な 販 売 促  

進のための投 資 （広告，マーケティング，品質保全努力など） を考慮する必要性を強調し， 比較的短期 

間で室現される輸出販売促進のための投資は， 国内需要減少時に，価格下落よりも強い輸出拡大効 

果 を もつとしている。A r tu s 〔1970〕 は B a l l〔1961〕の議論に対して， 当時のイギリスでは国内価 

格は国内需要の変動に対して硬直的であったが，輸出価格は伸縮的であり， その結果， 国内需要の 

変動が生じたとき，輸出価格の変動を通じた輸出数量の変化は起り得たとしている。

実証研究としては， す で に 第 6 節 で 紹 介 さ れ て い る U e d a 〔1983〕力' ; , 日本の製造業の差別独占 

モ デ ル に お い てD D P 仮説を裏付けている。 すなわち， 国内活動の変動が輸出価格に与える効果が 

有意水準10%で統計的有意性を示しており， 国内不況時には輸出価格下落を通じて輸出を増加させ 

る可能性を示している。Aspe-Giavazzi〔1982〕 ではドイツの機械産業について， 国内市場と外国 

市場とでの需要の価格弾力性の異なり，短期的な右上りの限界費用曲線の存在が実誦され，差別独 

占下 に お け る D D P 仮説の妥当性が示唆される。Weinblatt-Zilberfarb〔1981〕 ではイスラエルの 

いくつかの財について差別独占的行動が裏付けられているが， こ こ で は D D P 仮説の検討は行なわ 

れていない。

10. a . 2 そ の 他 の D D P 仮説の検 IE

ここで取りあげる研究では， 国内供絵と同一ないし密接な代替関係にある財を輸出している企業 

を対象としており， このような企業にとって，輸出から得られる収益より国内供給から得られる収 

益の方が相対的に大きいことを前提としている。 Goldstein-Khan〔1985〕 では， この収益の差は 

輸出に伴うさまざまな危險， 国内で得やすし、大ロ需要やプランドに対する高L、信頼などに基づくも 

のとされる。

そこで，国内需要がそのトレンドよりも高まり，国内需要圧力がかかった場合，生産量の調整が 

行なわれない短期では，国内需要の増加分だけ輸出供給を減少させる何らかの力が働くことになる。 

この場合に国内値格が十分伸縮的で上昇するならば，国内需要田力による輸出供給の減少は，国内 

と輸出の相対価格上昇を通じたものと考えることもできる。しかしながら，大部分の研究では，国 

内需要の短期的変動に応じて国内価格がその都度変化すると考えることは非現爱的であり，実際に 

は非価格要因（輪出納期，輸出に関する各種サービス，信用供与など）による輸出割り当て〔rationing) 

により輸出供給量が変動すると考えられている。一 方 W in te rs〔1974〕のように，国内需要圧力の

—— 18 (.MS' ) ——



輪出入関数の計量分析：方法論的展望（n)

輸出に対する影響は，輪出供 給 効 果 と と も に ，輸出需要効果をも通じたものであると考える場合も 

ある。 この場合の輸出需要効果とは，前述の輸出企業が行なう非価格要因の調整が輸出需要者にと 

っての非価格競争力の変化とみなされ，輸出需要行動に影響を及ぼすというものである。 実証分析 

は， 国 内 需 要 田 力 を 示 す 変 数 （以 下 D D P 変数と略記する）を輸出決定式に導入する方法で行なわれ 

る力' : , この変数は実は国内需要田力に伴う価格効果， 非価格割り当ての影響， あるいは非価格競争 

力効果を取り入れる役割を果している。

Bal let  a l . ^966〕 の先駆的研究では，短 期 的 . 循 環 的 国 内 需 要 の 変 動 の 効 果 を D D P 変数で表 

わすとともに， 国内需要の長期的変化をトレ ン ド 要 因 で 示 す こ と が 試 み ら れ た。Ball et al. はイ 

ギリスの輸出決定式を次のように特定化し，

( 1 0 .1 ) Xak= A • Xo® • • e** • Z)1 8 i' 0 2 8 2 ' Dads

Xuk : イギリスの製品輸出数量指数 

Xw ：世界の製品輸出数量指数

Cuk -.イ ギ リ ス の D D P 変 数 （イギリスの工業生産指数とトレンド生産指数の比） 

D u の2, A  ：そ れ ぞ れ 第 1 , 第 2 , 第 3 四半期の季節ダミ一変数 

8 : 自然対数の底

t : タイムトレンド

の 各パラメタ  一 （a ,ル ；•’ SbS2, も）の推定を行なった。 そして，《 (世界の輸入に関するイギリスの輸出 

の弾力性）を 1 と仮定し， を被説明変数として推定したときのみ，D D P 仮説の裏付けとし 

てさが有意に負の値を示した。

Ball et a l . の分析は，集計度の高い総製品輸出に関するものであったが，Cooper et a l .〔1970〕 

では事務用機械，陶器類， 自動車， 自転車といった財別に同様の分析が行なわれている。 そして財 

によって， ま た D D P 変 数 と し て （10 .1 )式 の Cukを用いるか，資本稼動率を用いるかなどによ 

って異なる結果が得られている。 さ ら に A r tu s 〔1970〕 でも，化学工業， 自動享産業について類似 

の分析が行なわれている。 ただし， こ れ ら の 産 業 のD D P 変数として， イギリスの当該産業の資本 

稼動率と競争国の当該産業の資本稼動率の比が用いられ， これのラグ付き変数も導入される。 そし 

て （10 .1 )式 の こ 1 のみではなく，0 .6 な ど の 値 も 与 え てD D P 変数のラグバターンを検討し， 

自動享についてはいずれの値を《に 与 え て も D D P による 輸 出 の 調 整 の3 /4 は， 3 〜 4 四半期の間 

に完了するとしている。 化 学 製 品 に つ い て はa を 0 .6 としたケースで自動車と似たようなラグバタ 

一ンを71̂ している。

Duffy-Renton〔1970〕 やH en ry 〔1970〕 は，D D P の高まる時期には価格効果あるいは非価格効 

果を通じて輸出は減少するが， D D P の弱まる時期には供給者は， 相対的に収益の小さな輸出を増 

加させるための努力は敢えて行なわないと考えた。Duffy-Rentonは， イギリスの相手国別製品輸

---19 (^149)----
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出決定式を次のように特定化する。

CIO. 2) X " )  =  aM Ciy{てデん?  )' QCuky

^ ( O  ：イ ギ リ ス の 対 Z 国製品輸出の実質金額 

MC i ) : す べ て の 工 業 国 か ら i 国への製品輸入の実質金額 

xpCuk): イギリスの製品輪出価格指数 

mpiO : 第 i 国の製品輸入価格指数

QQuk')：イ ギ リ ス の D D P 変数（イギリスの製品の生産のトレンド生産からのSffe離）

(1 0 .2 )式の特定化では， 相対価格は輸出需要効果を示すものとなっており， これと輸出供給効果

を 示 す D D P 変数が同一の式に入ってくるという特殊な形をしている。 定結果では，12か国のう

ち 4 か国に対する輸出について，D D P の高まりが輸出を減少させる効果が，D D Pの弱まりが輸出

を増加させる効果より明らかに大きいことが示される。 ま た H e n ry 〔1970：! では， アメリカ， イ

ギリス， ベルギーについて産業別に同様の推定式を，D D P の高い時期と弱い時期に分けて計測し

た結果， 高集中度産業については， D D P の 高 い 時 期 の み D D P 変数は有 意 に 負 と な っ て お り ，
(27)

D D P の高いときには輸出より国内供給の方が好まれることが実証されていろ。

W in te rs〔1974〕は，「供給者が国内供給から得る収益と輸出から得る収益の比」 を表わす変数を

取り入れた。 W inters〔1974〕 は， イギリスの総輪出決定式にD D P 変 数 （イギリスの工業生産とその

トレンドの比と’ OECD諸国のそれとの比），相対価格（イギリスの輸出価格指数とOECD諸国のそれとの比），

輸入側の活動変数のほかに，供 給 者 が 輸 出 か ら 得 る 収 益 と 国 内 供 給 か ら 得 る 収 益 の 比 の 代 理 変 数

(輪出価格と国内価格の比） を加えると， フィットがより良くなることを示した。 この式でも前述の

Duffy-Renton〔197の の 分 析 と 同 様 に ， 輸出需要効果と輸出供給効果の両方が取り入れられてい 
(28)

る。 こ れ に 対 し Zilberfarb〔1980〕では，価格弾力的な輪出需要に直面した小国， イスラユルの輸 

出供給関数の推定が行なわれる。この輸出供給関数の説明変数は，（1)イスラユルの工業生産指数，(2) 

供 給 者 が 輸 出 か ら 得 る 収 益 と 国 内 販 売 か ら 得 る 収 益 の 比 の 代 理 変 数 ，<iP=ER~ ^ , た だ し は 輸 出  

価格指数，/ V i国内価格指数， は為替レ- トを示す）（3)D D P 変数，（4)国内成長率に従って推定期間 

を1955-72, 73-75の 2 期に分けるためのダミー変数である。 このモデルでは， 国内需要の循環的変 

動 （D D P )の輸出供絵に及ぼす影響を，価格を通じたものと， 非 価 格 割 り 当 て （m ion ing )を通じた 

ものとに分けるために， 相 対 収 益 と D D P 変数の両者を導入している。D D P 変数としては，潜在生 

産量と現実の生産量との差を用いる。 潜 在 生 産 量 は O k u n 〔1962〕の方法に従い，雇 用 水 準 （あるい

注 ( 2 7 )このようなDD P効果の非対称性に関して反論した論文はみあたらない。

( 2 8 )先述したように，ここではDDP変数の効果自体，輸出供給効果と輪出需要効果の合わさったものと考えられてい
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輸出入関数の計量分析：方法論的展望（n )  

は失業率）と現実の生産量を用いて求める。，
(29)

次に， D D P 変数を導入した輸出供給関数と， 輸 入 需 要 関 数 の 同 時 推 定 モ デ ル を 使 っ て ， DDP 

仮説の検誰を試みた分析を取りあげる。D un levy〔1980〕 は 輪 出 供 給 関 数 にD D P 変数として稼動
(30)

率水準， あるいはその変化を導入し， アメリカとイギリスについてこの仮説の検誰を行なった。 水

準を用いたときには， 両国とも期待どおりの負の関係は得られなかったが， 変化を用いたときには ,
(31)

アメリカについては有意な負の係数が得られた。 また， Haynes-Stone〔1983〕 では，輸出入両価 

格関数の同時推定モデルにおいて， D D P 変数として供給国の現実の所得の，所得のトレンドから 

の垂離が導入されている。 ここではアメリカ，イギリスのいずれについても， D D P 仮説は支持さ 

れ得ない結果を示している。

D D P の高まりは，短期的には価格の変化をまったく引き起こさず， 非 価 格 調 整 要 因 と し て の 「輸 

出納期の遅れ」を通じて輸出に負の影響を及ぼすとする仮説を， 「輸出納期の遅れ」という変数を導 

入 し て 検 誰 し た の が A r tu s 〔1973〕 である。 A r tu s 〔1973〕 は， アメリカ， イギリス，西ドイツの 

機 械産業について， この仮説を次のようなモデルによって実証した。 まず，機械の輸出用生産決定 

式 を （1 0 .3 )式のように設定する。

(10.3) O Ft=exp\ cFt-^p^

OFt

CFt

DPFt OFi

t 期 の 輸 出 用 生 産 量 /総 生 産 量  

《期の輸出用最大生産能力 

《期の輸出需要

j8 : バラメータ

この式は10.1図で表わされる。 非 常 に 低 い Z3PF水準では 

O F はネグリジプルであり，高 い D P F 水準では稼動率一杯 

の 生 産 を 行 な う 。 そ し て そ れ 以 上 に D P F が増加しても，

O F はほとんど増加せず輸出納期の遅れが生じろ。D P F ,国 

内 需 要 CDPH)は そ れ ぞ れ （10.4), (10. 5) 式 の よ う に 設 定  

される。

(10. 4) ニ AT*Fトi+a NFt

N*Ft-i：i - 1 期末における未納の輸出注文量

10. 1 図

注 （2 9 )同時推定モデルについては，第5節，第6節を参照されたい。

( 3 0 )ここでは，DDP変数は輪出供給関数のみに導入され，Winters〔1974〕のようなD D Pの輪出需要効果は考慮さ 

れていない。

( 3 1 ) D D P変数として水準を用いる力後化を用いるかという問題は重要であり. Brechling-Wolfe〔1964〕により提起 

されたが，これについて論じている文献は多くない。
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N F t :《期の新規の外国の注文量 

(10. 5) DPHt= N^Ht-i+aNHt

：i ~ l 期末における未納の国内注文量 

NHt ： t 期の新規の国内注文量 

さらに，C F を （1 0 .6 )式のように設定する。

(10.6) CFt=ao+ait+a2DPFt+aaDPHt

DP Ft ：《期における外国需要の線型トレンドからの垂離<：DPFt=DPFt_b厂 bit)

DPHt : t 期 に お け る 国 内 需 要 の 線 型 ト レ ン ド か ら の 乖 離 (^DPHt= DPHt—co—Cif) 

これらを整理すると，輸 出 用 生 産 率 の 決 定 式 は （10 .7 )式のように示される。

(10. 7) OFt=exp|o35o_«2み0 —«3Co) + (fl!广ろ1—Cl)け NFd

+ «3(A^*//£-i+a N H d _ ■ 伊し~
N^Ft-i+a NFt )

ft :携乱項

この式の推定結果では， 各国とも期待どおり，外 国 需 要 の 効 果 を 示 す は 正 値 ， 国内需要圧力 

の 効 果 を 示 す ぬ は 負 値 と な っ て い る 。 次に， 《期 末 の 未 納 の 輸 出 注 文ストックN ル 、? 期の平 

均 輸 出 納 期 の 遅 れ W’F ,を （10.8), (1 0 .9 )式のように設定する。

(10. 8) N*Ft= 7V*Fト1 + NFt-DFt

i>Fパ /期 中 の 輸 出 用 生 産 量

(10.9) WFt=N*Ft-i/DFi-i

NFt、N*Ht, N H t ,を 外 生 変 数 と し て （10 .7 )式 ， （10 .8 )式 ， （10.9) 式 に よ り 成 る モ デ ル の  

シミュレーションを行ない， 国内需要の10%増加は，輸出用生産の減少を通じて， 国内需要増加か 

ら第10四半期後に，輸 出 納 期 の 4.5% ( ドイツ）から6. 5% ( イギリス）程度の遅れを引き起こすこと 

が示される。

CIO. b 〕 輪入需要モデルにおけるD D P 仮説の検証

ここでは，輸 入 国 の 短 期 的 . 循環的国内需要変動が生じ，輸入国の国内需要圧力がかかると，輸 

入需要にどのような影響が及ぶかを分析した論文を取りあげる。

ま ず Gregory〔1971〕では，輸入需要者が国内財と代替的な財を輸入している場合を前提として， 

次のような仮説が検証される。 すなわち，短期的な国内需要旧力によって国内財に需絵不均衡が生 

じたとき， 国内供給者は国内価格調整は行なわずに，非価格要因—— 注文から納入までの期間，供 

給者による融資，供給者の販売努力等一 を変化させる。 一方の需要者は， こうした短期的な非価
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格市場調整要因の変化に敏感に反応する結果， 国内需要から輸入需要に切り換える。 そしてアメリ

力についての実誕研究では， 国内財に対する超過需要を示す指標として国内在庫水準とその変化率 ,

非価格市場調整要因として国内販売納期の遅れとその変化率が，相対価格， タイムトレンドととも

に輸入需要関数に導入された場合に良好な結果を得ている。 ただし， こ こ で は C E S 型の効用関数

から輸入需要関数が導かれ，輸 入 需 要 の 国 内 生 産 弾 力 性 が1 と仮定されている。B arker〔1979〕で

は， この仮定を緩めてイギリスのデータを用いて推定した場合， 財 に よ っ て は D D P 仮説は支持さ

れ 得 な 、結果が示されている。

ところで，輸入需要に対する国内需要変動の効果は所得効果と密接に関係しているから， 国内需

要 田 力 は 短 期 的 . 循環的所得効果であるとみることもできる。 そこで，輸入需要に対する所得効果

を，長期的所得変動によるものと垣期的所得変動によるものとに分けて捕えることにより， DDP

効果を分析しようとする試みがなされている。 以下， そ う し た 分 析 を 行 な っ た M arston〔1971〕，

W h it le y 〔1979〕，Khan-Ross〔1975〕 を紹介する。

M arston〔1971〕 では，輸入需要に対する国内所得効果について， 短期の循環的変動によるもの

と長期のトレンド的変動によるものとを区別する。 前 者 が D D P 効果と考えられ，D D P が高まる

と国内供給にボトルネックが生じ，輸入急増を引き起こしやすいことが強調されている。所得の循
(32)

環 的 変 動 は 「G D P /G D P のトレンド」 あ る い は 「工 業 生 産 /工 業 生 産 の ト レ ン ド 丄 所 得 の ト レ ン

ド 的 変 動 は 「G D P の ト レ ン ド 丄 あ る い は 「工業生産のトレンド」 によって示され， 両者が相対価

格とともに輸入需要関数に導入されている。 イ ギ !J スの輸入についての抵定結果では， いずれの所

得の弾力性も，製 品 ，半製品において，食 料 ，原材料においてよりも大きな値が得られている。

W h it le y 〔1974〕 でも，やはり国内需要の短期的，循環的変動が生じれば， 国内の遊休生産能力

に変化が生じ， 国内財の納期等の非価格競争力の変化によって輸入が急変動するという仮説の検証

が試みられる。 イギリスの輸入についての推定結果では，遊休生産能力の代理変数として資本，稼

動率を輸入関数に導入し，統計的に有意な結果を得ている。
(33)

Khan-Ross〔1975〕では，長 期 的 な 「潜在的ま質所得」 の輸入量に対する効果と，短期的な現実 

の所得のそれとを分けて i t えようとした。 まず，第 !'国 の 潜 在 的 輸 入 需 要 関 数 を

( 1 0 . 1 0 ) log =  ao+ai log Pu^az log Yu+"t ai<0, «2 > 0

Pit : i 国の輸入単価と国内価格の比 

Ytt ： i 国の潜在的実質所得

輸出入関数の計量分析：方法論的展望（n)

注 （32) G D P のトレンドX tは次のようにして求める。ま ず (た だ し F t は GDPパ はタイムトレンド，e 

は自然対数の底，" tは携乱項）で，バラメタ一を推定し，

Xc^Clogaの推定値）+ひの推定値）)a  

とする。工業生産のトレンドも同後にして求める。

( 3 3 )潜在的実質所得とは実質所得のトレンド値と定義される。これは，生産量の伸びのトレンド線を設定したのち，こ 

のトレンド線を生産能力の最高水準に対応させるようにセットすることにより作成されている。
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Vt :携乱項

のように特定化する。次に，現実の輸入量（M f t ) の潜在的輸入需要からの乖離は，現実 

の実質所得（F « ) の潜在所得（r i D 力、らの乖離と次のような関係があるとする。すなわち，

( 1 0 . 1 1 ) log M を一log r " —log Y ^ d + W t  

タ>0

Wt :携乱項

(1 0 .1 0 )式，（10.11) 式より

( 1 0 . 1 2 ) log Mft=ao+ai log P"+目log F "+ (a广 )々log Yft + ̂ i 

$t =  Vt +  Wt

が得られ，これを14か国について計測する。ここで潜在所得の係数—iSは2 つのパラメータの大 

きさ次第で負値となり得る。アメリカ，イギリスでは正値となっており，そのうちのアメリカでは 

短期的所得の係数より大きくなっている一方で，カナダ，フランス， 日本，スイスでは負値となっ 

ており，各国で長期的に輸入がどのような傾向をもって変動しているのかが示されている。一方の 

短期的所得に関する輸入の弾力性は，アメリカやイギリスで1 以下となっているのに対し，日本で 

は1 . 9 ,ヨーロッバ大陸諸国では2 以上となっているところが多い。

ところで，先程紹介したG re g o ry等の指摘するように，国内需要の循環的変動によって国内で 

超過需要が生じたとき，納期の遅れ等によって国内財の非価格競争力が低下するならば，輸入は急 

増する。そこで，輸入の循環的所得に関する弾力性は長期的所得に関する弾力性よりも大きくなる 

と予想される。しかしながら，以上で紹介した実IE研究では，対象とする財や国によっては必ずし 

もそのような結果を示してはいない。

第11節 構 造 変 化

経済分析において構造変化という言葉は，さまざまな意味で使用されている。この点に関して，

森ロ〔1979〕は，「構造」を，動態的に変化するシステムにおけるしくみと解し， システム内の変

量間の大小関係の相対的変化は，システムの動態的発展の自然の結果であって，これをr構造的変

化J とよぶことは適当でない，と述べている。本節では，このような視点から，構造変化を回帰バ

ラメターの変化と定義し，輸出入関数についてこの問題を検討する。

時系列データを用いた輪出入関数の多くの計測例は，通常の最小2 乗法（OLS) または携乱項に

1階の系列相関を認めた一般化最小2 乗 法 （G L S )を用いている。これらの計測方法は，回帰バラ

メタ一（回帰係数及び携乱項の分散など）力*、標本期間内では一定であることを前提としている。従って，
(34)

パラメタ一が変化する可能性があるときは，変化の有無について検討し，変化が存在するときは，

r三田学会i i 誌」79卷 2号 （1986年6月）

注 （3 4 )通常行なわれているダービン. ワトソン検定，F 検定，f 検定ではバラメタ一の変化が検出されるとは限らない。
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輪出入関数の計量分析：方法論的展望（n )

O L S ま た は G L S による計測値は偏りを持つので， 変 化 の 形 態 （変化が漸進的か， 突発的か，また一
(35)

時的か永続的かなど）に合わせた計測方法を用いなければならない。

特に，輸出入関数の構造変化については， 価格弾力性， 為替レート制度に関する輸出入関数に固 

有の議論と， その他の一般的な議論に大別される。 為替レート制度と輸出入関数については，第 3 

部で扱うこととし， 本 節 で は 〔11. a 〕 で価格弾力性を， 〔11.b 〕 ではその他の一般的議論を扱う 

ことにする。

〔11. a 〕 価格弾力性の変化

前述のパラメター不変という前提条件に対しては，す で に O rcu tt〔1950〕力';,輸入または輸出需 

要の価格弾力性は，小さな価格変化よりも大きな価格変化に対してより弾力的であると指摘した。 

この原因として，価格変化が小さい場合には， 供 給 源 を 替 え る コ ス ト の 方 が 大 き い こ と ， さらに 

価格変化が大きい場合には， 新 た な 財 が 国 際 市 場 に 現 れ る こ と に あ る と 指 摘 し た 。 さらに， Liu 

〔1954〕 は1927年から1939年と1947年 か ら 1951年のアメリカの完成品輸入関数を， 説明変数に実質 

G N P ,相对価格及 び 相 対 価 格 の2 乗を用いて計測し， 相 対 価 格 の 2 乗 の 係 数 の 標 準 誤 差 が1 乗のも 

のよりはるかに小さく， 1 乗を説明変数から除いた推定式との説明力に差がないことを明らかにし 

た。 こ の 結 果 は O rcu ttの指摘が正しいことを示す。

しかしながら，後 の Goldstein-Khan〔1976〕 お よ び Y ad av 〔1977〕 の研究は， このような効果 

を否定する結果を得た。

Goldstein-Khan〔1976〕 は，1955年 か ら 1973年について， 12か 国 の 輪 入 関 数 を （11.1) 式のよ

うに定式化した。

(11.1) In Mt=ci k In Pt*+ci(l—^)ln Pf.i+cz In Yt+ut

ここで， 各変数は四半期単位で，次の通りである。

Mt ： t 期の輸入量

4 i=o

7

P t : t 期における輸入価格と国内価格の相対価格 

Yt ： t 期 に お け る 実 質 GNP 

め ：/ 期における携乱項

注 （3 5 )構造変化の取扱いについては，/y屋 〔1985〕に各手法の紹介がある。同様な英文文献としては,Rosenberg〔1973〕 

がある。
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(11.2) X=do+dAd\nPt\

この定式化において， スはラグウェイトを表わし， （1 1 .2 )式により， ラグウェイトは価格変化 

の大きさの関数になっている。 つまり，価格変化の方向に関わらず，価格変化の大きさに応じた調 

整速度を計測し， O rc u t tの指摘を調整速度に差異が生ずるか否かによって検定しようとした。 計 

測 の 際 に は （11 .2 )式 を （11 .1 )式に代入し， ゴ1 が 有 意 に 0 と異なるかを検定した。 その結果， 

有意となったのは， 12か 国 中 1 国のみであった。

Y ad av 〔1977〕 は， コイークラグを仮定し，所得変化の大きさに関しても同様に可変なバラメタ 

一 を 用 い て （11 .3 )式のように定式化を行なった。

( 1 1 . 3 ) In M u^^i floi+jSi aoi In Yu+^i au\J In Yu\\v̂ Yu

yoi In 7"iil J  In i?idln Ru+ au In Gt+(1—タOln トi + y"

ここで，添字のズは財に表わし，

M : 輸入量

Y ：実質所得または生産量 

R ：相対価格 

G : * 計的稼動率 

V ：携乱項

である。 1956年から1973年までのカナダの四半期データを用いた結果， と r i i に関して， 0 と 

有意に異なったのは， S 動 車 お よ び 部 品 の a i i のみであった。

C11.b] 輪出入関数の構造変化に関する一般的な議論

構造変化を検出する場合には， どのような手法を用いるかが， ここでの最大の問題である。

最も一般に行なわれているのは，説明変数にダミー変数を加える手法である。 この手法の場合の 

構造変化は， ストライキ，戦争， 自然災害のように，急激かつ起きる時期がはっきりと特定できる 

事柄に起因するものに限られる。

また，標本期間を変化前と変化後に分け， それぞれの回帰バラメタ一を比較する方法もあ ' る)。 こ 

の方法では当然ながら， 両期間について十分な標本数が必要である。

K e m p 〔1962〕は， カナダの15分類の財とその合計の輸入について，戦 前 （1926年から1939年)，戦 

後 a 947年から1955年)， および全期間の計測を行ない， 価格弾力性および所得弾力性の変化を示し 

たが， 回帰係数が統計的に有意でないものも多い。
(37)

平 井 〔1968〕 は，分散分析の手法を用いて， 日本の輸入関数の変化を分析した。被説明変数は !^

「三田学会雑誌」79卷 2号 （1986年6月）

注 （36) この方法による研究は後述の Kemp〔1962〕の他に，Rhomberg-Boissoneault〔1965〕，Ahluwalia-Hernandez- 

Cata〔1975〕がある。

( 3 7 )分散分析の具体的な方法は，平井〔1966〕参照。
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質通関輸入のみで，説明変数に実質G N P を用いた結果，標本期間（1953年第1四半期から1965年第 

4四半期）において，1958年近傍と1961年近傍の2 回の変化があったことを示した。

Joy-Stolen〔1975〕は，アメリカの輸入関数について，1953年 から1971年までの四半期データを 

1962年 第 4 四半期で二分し，価格弾力性には変化がなく，所 得 弾 力 性 が 前 半 は 約1 .8 であるが，後 

半 は 0 と有意に異ならないという結果を得た。 こ の よ う な 計 測 結 果 に つ い てHooper〔1977〕 は， 

Joy-Stolenが 説 明 変 数 に タ イ ム . トレンドを用いたために， 後半では所得との多重共線性の問題 

が生じたのであろうと批判した。 しかし，Joy-Stolen〔1977〕 は， タ イ ム . トレンドは必要であり， 

また仮に所得との多重共線性の問題があったとしても，構造変化は観測されると反論している。

以上のような方法によって，構造変化の存在は， ダミー変数の係数の有意性， C h o w 〔196の の

テストによって統計的には検定が可能である。 しかし，構造変化の回数や起きる時点に関しては 

恣意性が残こる。

Heien〔1968〕は，先 進11か国の輸入関数について， チ ャ ウ • テストを用いて，次のような方法で 

最も良い関数を選んでいる。例として， 1949年から1964年の年データを用い， 定数項も含めて説明 

変 数 が 4 個であるとする。 この場合， 定 に は 最 低 5 個の標本が必要であるから，1953年から1964 

年の標本を用いて最もあてはまりのよい関数を選ぶ。 そして， その関数について1949年か ら1953年， 

1953年 から1964年， そして1949年から1964年を標本期間とした推定結果により， チ ャ ウ . チ ス ト を  

行なう。 その結果，有意な構造変化が検出された場合は， 5 個標本期間を移動させ， 1957年からの 

期 間 について，同じようにテストを行なう。 これを，有意な変化が検出されなくなるまで繰り返す。

この結果， カナダ，フランス，オランダ，アメリカでは1950年代初期から， その他の国では1950 

年代中期から， 1964年または1965年の期間で安定的な関数を計測することができた。

言 柳 〔1972〕 は， 日本， アメリカ，西欧，発 展 途 上 地 域 の 4 地域について，年データを用い，標 

本期間を1951年から1958年と1959年から1970年 に 二 分 し そ れ ぞ れ の 輸 出 入 関 数 に つ い て ， チャウ 

. テストを行なった。 その結果，輸出に関しては， 日本， アメリカ，西欧で有意な変化を検出し， 

輸入に関しては， アメリカ，西欧，発 展 途 上 地 域 で 有 意 な 変 化 を 検 出 し て い る （有意水準5 % )。

Warner-Kreinin〔1983〕 は，先 進15か国の輸入関数について， 1957年 第 1 四半期から1970年第 

4 四半期および1972年 第 1 四半期から1980年 第 4 四 半 期 で チ ャ ウ . テストを行ない， 日本， フラン 

ス，西ドイツ， オランダ， スウェーデン， フィンランドでは構造変イ匕を検出することができなかっ 

た。

チ ャ ウ . テストの変化の時点が所与であるという欠点を改良したのが，ステップワイズ.チャウ

. テストである。 このテストは期間を2 分する時点を一期ずつ移動させ， それぞれの f 値 を 算 出 し
(38)

最も有意性の高い時点を選ぶものである。 し か し こ の 方 法 も 全 期 間 内 で の 変 化 が 1 回であること

輸出入関数の計量分析：方法論的展望（n)

注 （3 8 )輪出入関数への応用例としては，日銀調査月報〔1985〕がある。
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を前提条件としている。

Brown-Durbin-Evans〔1975〕 による方法は，cusum test (累積標,化予測誤差による） とcusum

of squares t e s tからなり， 変化の回数，時点のいずれも先験的に与える必要がないという長所を
(39)

持っている。 しかし， コ イ ー ク . ラグを用いたモデルには使用できないことを留意する必要がある。 

日本に関しては， 本 田 〔1979〕力' ; , 1965年 から1977年の四半期データを用い，cusum of squares
(40)

testを行なった。 そして，輸出入とも，1970年頃から変化が始まったという結論を得た。 しかし 

1975年以降再び安定しているという結論は，cusum of squares testの方法を誤って解釈したもの
(41)

である。 また， ダ ー ビ ン .ワ ト ソン比による系列相関に関する検定をしていないのも片手落ちと言 

わざるを得ない。

Stern-Baum-Greene〔1979〕 は， アメリカの輪入および輸出関数について，1956年 第 3 四半期 

から1976年 第 2 四半期のデータについて，cusum te s tお よ び cusum squares te s tを適用した。 

その結果，輸入関数については，1960年代後半に弱い構造変化があり，1972年 第 1 四半期に強い変 

化を検出した。 しかし，輪出関数については検出されなかった。 ところが，V o lke r〔1982；! は， 同 

じデータを用いた結果，Stern-Baum-Greeneの結果は，計算に赛りがあり，構造変化は全くなか

「三田学会雑誌J 79卷2号 （1986年6月）

注 （3 9 )帰無仮説として，次を考える。

B l:目2= • • • =0T ニ 0,
(7l̂ =(72̂ = • • • ニび 二び 3*

ここで，7":標本数， パ^期の係数べクトル，びA2 : ( 期の携乱項の分散とする。さらに，次のrecursive residual 

を定義する。

yr-X̂ rbr-l
T V l+x'riX'r-lXr-lYW'

r=A + l , …，T 

ここで，も：説明変数の数

デ期の被説明変数 

Jtv :グ期の説明変数ぺクトノレ

义r-1'ニ [ズ1,...» み-1]

IV  ニ [タ1,…，3V]
とする。

1 ^
cusum test は，Wt■ニス E グ=ん + 1,ア

びプニ*:+1

び 2= 2  wj/dT—k')

とすると，TVrは帰無仮説の下でガゥス過程に従うことを用いて検定を行なう。 

cusum of squares test は，Sr= l 2  / (  L  tvjA, r=k-\-ly T
\プ=ぉ+ 1 , ' Xプ=fc+i I

とすると，帰無仮説のT で S rはベータ分布に従うことを用いて検定を行なう。

( 4 0 )本田〔1979〕では，cusum te s tとされている力' ; ,これはcusum of squares testの誤りである。

( 4 1 )本田は，cusum of squares testにおいて，一度confidence bandの外に出たSt (注39参照）が再びconfidence 

b andの中に戾った以後は，安定的であると解釈している。しかしこのような結論を下すためには，構造変化を検 

出した時点以後のデータを用いて再びcusum squares te s tを行なう力、，或いは，時系列データを逆に並べて，つ 

まり逆方向のcusum of squares testを行なうべきである。
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ったと批判している。

M askus〔1983〕 は，1958年 か ら 1976年 へ ア メ リ カ の プ ー ル さ れ た 工 業 製 品 純 輸 出 （輸出一輪入）
(42)

について，Hecscher-Ohlinのモデルによる分析をし，1960年代半ばから後半に構造変化があった 

ことを示している。 構造変化の分析には，変化の時点を特定化するのではなく， ある変数の大きさ 

によって，経 済 変 数 の 関 数 関 係 が 変 化 す る と 考 え る ス ウ ィ ッ チ ン グ . 回帰モデルがある。Batchelor 

〔1977〕 は，次のようなモデルを特定化した。

(11.4) rc=minCa；i ,X2)

(11.5) xi=ai(.x-^, p/p^^+biq

(11.6) X2=a 2(Ji, />V/>) +hq

ここで，各変数は次の通りである。

XI ：輸出需要量 

»2 ：輸出供給量 

P ：その財の価格 

Xす：世界の競争財の輸出 

Pす: その英貨建て価格 

チ : 国内市場の価格 

ん ：資本ストック 

q ：生産能力利用

Batchelor〔1977〕 は， 1958年 か ら 1975年までのイギリス工業製品輸出のデータを用いて，実証 

分析をしている。

同じような可変バラメタ ー . モ デ ル を 用いた方法として， カルマン•フィルタ一により回帰係数 

を決定する方法がある。 一般的なこのモデルの定式化は次の通りである。

(11.7) yi=xtfit+ui

(11.8) fit=0 fit-1+Vt 

Ut〜Nゆ, びノ）

ih〜N C a  び"2/j)

こ こ で 2/パ《期の被説明変数

JCr : 《期の説明変数べクトル

iSt : f 期の回帰係数ベクトル  '

め ：《期の携乱項

輸出入関数の計量分析：方法論的展望（n )

注（4 2 )従って，これは輪出入関数に関する分析ではない。比較優位の変化に関する最近の研究としては， Fornstner 

〔1984〕がある。
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Vt ：《期の携乱項べクトル 

0  ：伝達行列

で あ り, fio,ぴ《2, (Tv^Rは所与である。

日 銀 調 查 月 報 〔1985〕 は， カ ル マ ン • フ ィ ル タ ー . モデルを用い， 日本の対米輸出関数を計測し

た。 その結果，所得弾性値はアメリカの景気とは逆の動きを示し，長期的には下方トレンドが存在 

する。 価格弾性値は1977年 〜1978年の大幅円高期と， その直後に大きく変化し， 1980年以降は上昇

を続けている。 また輪出圧力のバラメターは安定している。

しかし，カルマン . フィルター . モデルの問題点としては， 初期値卢0 や伝達行列は先験的

に与えねばならないこと，また標本数も通常の四半期データのように数十程度では十分とは言えな

いことがある。
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